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令和６年度教育企画課重要施策体系表 

 
兵庫が育む こころ豊かで自立する人づくり 

－「『絆』を深め、『在りたい未来』を創造する力」の育成－ 
 
  
 
 
 
 
       

情報活用能力の育成   児童生徒の情報活用能力の育成 
                           
                                                         
                                                               
 
 
 
       
       「ひょうご教育の日」制定記念事業 
 
 
 
       
       教育データ利活用に関する研究 
 

 
 

   「兵庫の防災教育」の推進   防災教育の推進体制構築 

実践力を高める防災教育の推進 

                      学校の防災体制の充実 

                      教員の防災教育指導力の向上 

 
 
 

 
 
 

１人１台端末の活用推進    県立学校における ICT 環境の整備 

市町組合立学校における ICT 環境の整備 
 

      情報活用能力の育成       児童生徒の情報活用能力の育成 

      教員の ICT 活用指導力の向上 

      校務改善と教育環境充実に   教育情報ｾｷｭﾘﾃｨの強化 
向けた ICT 環境の整備の充実 

  教育データ利活用に関する研究   

予測困難な時代を生き抜く力を育む教育の推進 

子どもたちの安心・安全の確保 

教育 DX の実現に向けた教育の情報化の推進 

関係機関等との連携の強化 

安心・安全で質の高い学びを実現する教育環境の整備・充実 

子どもの育ちを社会全体で支える取組の推進 

すべての子どもたちが自分らしく安心して過ごせる学校・家庭・地域等の構築 

「確かな学力」の育成 
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Ⅰ 子どもの育ちを社会全体で支える取組の推進 
  県民が教育への関心を高め、次代を担う子どもたちの教育に関する取組を県民全体で推
進し、様々な形で貢献できるような機運を醸成。 

 

１ 新「ひょうご教育の日」の制定 

(1) 制定の趣旨 

急激に変化する時代の中で、これまで兵庫の教育が大切にしてきたもの、取り組んで

きたもの、新しい時代の教育に求められているものなど、社会全体で、教育の重要性を

見つめ直し考える機会を設けることを通して、県民一人一人が子どもたちの成長を支え

る当事者としてお互いに支え合い協力しながら、子どもたちの豊かな学びや成長を支え

ていけるよう、「ひょうご教育の日」を制定する。 

(2) 設定日 

  11 月１日（「兵庫の教育推進月間」（※）の初日） 

※ 「兵庫の教育推進月間」 

学校、家庭及び地域社会の連携のもとに展開されている教育活動を支援

するとともに、子どもたちの教育への県民の理解を一層深めるために、平成

16 年から 11 月を「兵庫の教育推進月間」と設定  

 

２ 新「ひょうご教育の日」制定記念事業 

 (1) 「ひょうご教育の日」制定記念フォーラムの開催 

① 趣 旨 

「ひょうご教育の日」の制定を記念し、その趣旨を広く県内に周知するとともに、

兵庫の教育のより一層の充実を図るため、第４期プランの重点テーマ－「『絆』を深

め、『在りたい未来』を創造する力」の育成－に基づき、学校・家庭・地域の教育関

係者がこれからの教育について考えるフォーラムを開催する。 

② 日 時   令和６年 11 月１日(金) 13:30～16:30 

③ 会 場   神戸市産業振興センター ハーバーホール 

④ 参加者   県立学校、市町組合教育委員会、学校教育関係者 等  約 400 名 

⑤ プログラム 

・オープニング  県立高校生徒による演奏 

・開会行事    「ひょうご教育の日」趣旨説明 

・基調講演    講師：尾縣 貢 氏 

日本オリンピック委員会専務理事、 

日本陸上競技連盟会長 

演題：「『一歩踏み出す勇気』が在りたい未来を創り出す」 

・トークセッション 

     モデレーター：大学教授 

     パネリスト ：学校代表・生徒代表・保護者代表・地域代表 
 
(2) 地域教育イベント等の実施 

① 実施期間  「兵庫の教育推進月間」（11 月）を中心に実施 

② 実施内容   教育事務所ごとに、小・中・高校・特別支援学校の児童生徒・保護者

や地域住民を対象とした各地域の特性をいかした取組の実施 
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Ⅱ 防災教育の推進 

１ 防災教育の推進体制構築 

  阪神・淡路大震災やその後の自然災害の経験と教訓を踏まえた実践的な防災教育を展開

するため、全県で一貫した推進体制を構築。 

 

(1) 防災教育推進連絡会議の開催   

① 構 成 員  学識経験者、学校関係者、教育委員会、防災担当部局 等 

② 開催回数  年１回（令和６年４月 25 日） 

③ 内  容  ・学校防災体制の整備・充実、「兵庫の防災教育」の深化・充実に向け

た協議 

        ［令和６年度「重点取組事項」］ 

・震災の経験や教訓の語り継ぎ 

・実践的な防災教育の推進 

・ボランティア精神の醸成 

・教職員の防災教育指導力、危機管理意識・判断力の向上のための校

内研修の充実 

・災害対応マニュアルの改善 

・防災訓練の工夫・改善 

・避難所開設への対応 

 

 

(2) 地区別防災教育推進連絡会議の開催  

①  構 成 員  教育事務所、市町組合教育委員会、市町防災部局、教職員等 

② 開催回数  教育事務所ごとに年１回（令和６年５月～６月） 

③ 内  容   ・「重点取組事項」についての周知 

・各地区における防災教育の現状等の情報交換 

・地域や関係機関等と連携した防災教育の推進について 等 

 

２ 実践力を高める防災教育の推進 

  震災の記憶が風化することを防ぐとともに、その経験・教訓をいかし、自然災害に備え

るため、主体的に判断して実践する力、助け合いの心やボランティア精神等の共生の心を

育成する「兵庫の防災教育」を推進。 

 

(1) 新 阪神・淡路大震災 30 年事業の推進   

阪神・淡路大震災から 30 年を契機に、次世代の兵庫を担う小・中・高校・特別支援

学校の児童生徒に対して，震災の記憶を伝え、次世代への記憶の伝承を図るとともに想

定される巨大災害へ備えるため、以下の事業を実施する。 

事 業 名 実施予定時期 

防災教育「絆」フォーラム  R7 年 1 月 

震災・学校支援チーム（EARTH）被災地での訓練・研修・報告会  R7 年 8 月 

高校生ボランティア活動費等補助事業  R6 年 11 月～ 

「震災を知る、震災に触れる」体験学習推進事業 R6 年 11 月～ 

次世代防災ジュニアリーダーによる「震災をつなぐ・伝える」 

フォーラム 
R7 年 10 月 
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(2) 児童生徒に対する防災教育の推進   

① 拡 防災教育副読本の活用                      6,424千円 

阪神・淡路大震災における経験を踏まえ、各学校での防災教育に資するよう作成。 

多発する気象災害や南海トラフ巨大地震等にも一層対応するため、昨年度の小学生

（低学年）の改訂に続き、本年度、小学生用（高学年）を改訂。改訂にあたっては、映

像教材等 1 人 1 台端末を活用し、効果的な活用ができるようデジタルブック化。 

 

 

 

【小学生用（低学年用）デジタルブック】 

   

 

 

 

 

○改訂スケジュール 

 令和４年度  小学生用（低学年・高学年）の改定内容の検討 

 令和５年度  小学生用（低学年）のデジタルブック化 

 令和６年度  小学生用（高学年）のデジタルブック化 

        中学生用・高校生用の改訂内容の検討 

 令和７年度  中学生用のデジタルブック化 

 令和８年度  高校生用のデジタルブック化 

 

 

 

 

小学生用（低学年用、高学年用） 中学生用、高校生用 

https://www.hyogo-c.ed.jp/~kikaku-

bo/hyogo_bosai/index.html#page=11 

https://www.hyogo-c.ed.jp/~kikaku-

bo/hyogo_bosai/index.html#page=13 
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② 防災教育カリキュラム作成の手引きの活用 

特別活動や特定の教科だけでなく教育活動全体を通じた防災教育を推進するため、

「防災教育カリキュラム作成の手引き」（令和３年３月）を作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 高校生等防災ジュニアリーダーの育成［学校安全（防災）総合支援事業］   

防災ジュニアリーダー育成校を指定し、高校生等が災害に関する知識を学ぶ機会を設

けるとともに、学んだ成果を被災地でのボランティア活動等において生かすなど、支援

者としての視点から安全で安心な社会づくりに貢献する意識の向上を図る。 

① 令和６年度防災ジュニアリーダー育成校（35 校） 

県立高等学校 【幹事校】舞子 

【拠点校】神戸高塚、尼崎小田、西脇北、姫路商業 

【育成校】東灘、神戸甲北、須磨友が丘、神戸商業、 

西宮今津、宝塚東、川西明峰、有馬、氷上西、明石南、

明石北、明石清水、加古川南、東播工業、西脇工業、 

多可、松陽(全)、松陽(定)、三木東、高砂南、 

飾磨工業、龍野北、夢前、家島、佐用、山崎、津名、 

淡路、淡路三原（34 校） 

県立特別支援学校 阪神昆陽（１校） 

② 令和６年度高校生等防災ジュニアリーダー学習会 

○全体学習会 

場  所  神戸学院大学ポートアイランドキャンパス 

実 施 日  令和６年７月 20 日   参加生徒数  185 人 

内   容  防災学習アドバイザー等による講義、ワークショップ 

 

○地区別学習会 

・神戸・淡路地区 

場  所  北淡震災記念公園 野島断層保存館 

実 施 日  令和６年７月 23 日  参加生徒数  59 人 

内  容  北淡震災記念公園総支配人、EARTH 員による講義、今年度の取組内容

の作成・発表 

【主な記載内容】 

＜防災教育推進全体計画＞ 

・学校が作成する防災教育推進全体計画例 

・家庭でのマイ避難カード作成等による防災意識の高揚 等 

＜防災教育指導計画＞ 

・学習指導要領で示されている防災教育の目標と内容を抜粋

し、関連する防災教育副読本「明日に生きる」の題材 

・特別支援学校における学習内容として、防災教育に関する

領域の取扱い例 

・各校種の防災教育年間指導計画例 等 

＜防災教育に関連する単元一覧表＞ 

・小・中学校の各教科、道徳、特別活動等における学習活動例 
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・阪神・丹波地区 

場  所  イオンモール伊丹店 イベントスペース 

    実 施 日  令和６年８月２日   参加生徒数  58 人 

内  容  各校で防災・減災を気軽に学ぶことができる、カードゲームや防災す

ごろく等の防災イベントを企画・実施。 

 ・東播磨地区 

場  所  西脇北高校 

    実 施 日  令和６年７月 29 日   参加生徒数  61 人 

内  容  専門家を招へいしたワークショップの実施、今年度の取組内容の作

成・発表 

・西播磨・但馬地区 

場  所  姫路商業高校 

実 施 日  令和６年７月 24 日   参加生徒数 18 人 

内  容  防災教育アドバイザーを招へいしたワークショップの実施、今年度の

取組内容の作成・発表 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

③ 高校生等防災ジュニアリーダー活動内容 

各校で生徒が主体的に目標と計画を立て、今年度の取組を策定・実施。 

［参考：令和５年度活動内容］ 

・地域交流の視点から防災を考え、チャリティー防災運動会やかまどベンチを利用

して地域住民にぜんざいを振る舞うカフェ（炊き出し訓練を兼ねる）を開いた。 

・避難訓練を生徒が考えて実施。その後、生徒へのアンケートにより避難訓練のフ

ィードバックを行い、より実践的なものにした。 

・地元の自治会や近隣の保育所と連携して防災体験活動（防災クイズスタンプラリ

ー、防災カバンの中身確認）を実施した。 

・オンライン講演会で宮城県の語り部の講話を聴講。市の防災担当部署からは市が

取り組む防災について、自衛隊からは災害時の対応や災害時に高校生ができるこ

とについて学んだ。 

  

防災学習アドバイザーによる講義の様子 各校アクションプラン作成にむけたワークショップの様子 
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④ 能登半島地震の被災地支援等の推進 

能登半島地震の被災地支援を通じて、ボランティアや助け合いの文化の意識を醸成す

るとともに、今後懸念される災害への備えについて考える防災教育の取組を推進。 

・高校生等防災ジュニアリーダーによる被災地支援活動 

ア 実 施 日  令和６年８月 18 日～20 日 

イ 活動場所  石川県羽咋
は く い

市、志賀
し か

町
まち

、七尾市 

ウ 参 加 校 

県立高等学校 

舞子、須磨友が丘、神戸商業、尼崎小田、

川西明峰、有馬、氷上西、明石北、 

明石清水、松陽（全）、松陽（定）、 

姫路商業、飾磨工業、龍野北、家島、 

山崎、淡路、淡路三原（18 校） 

エ 参加生徒数 29 人                  

オ 実施内容  災害公営住宅訪問、現地高校生との交流 等 

〔参考：令和５年度参加人数〕 

  ・23 校 57 人（宮城県石巻市、東松島市、多賀城市 ８月 18 日～20 日） 

 

⑤ 高校生等防災ジュニアリーダー活動報告会 

高校生等防災ジュニアリーダー学習会において作成した今年度の取組の進捗状況や

能登半島地震の被災地支援活動について報告。 

ア 場  所  神戸学院大学ポートアイランドキャンパス（予定） 

イ 実 施 日  令和６年 11 月 10 日（予定） 

ウ 実施内容  

 

［参考：令和５年度活動報告会］ 

・高校生等防災ジュニアリーダー地域別学習会の発表 

・被災地支援活動（宮城県）報告 

・各校の今年度の取組発表 

     

 

 

 

 

 

 

 

  

地域別学習会の発表の様子 各校の取組発表（ポスターセッション）様子 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ拠点施設での物資等の整理 
 

仮設住宅居住者への支援 
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⑥ 学校安全（防災）総合支援事業実践事例集の活用 

   県内に小・中・高における優れた実践事例の普及・展開を図るため、防災ジュニアリ

ーダーの育成、学校防災体制の構築・見直し、防災教育の実践等について、各学校の事

例をとりまとめ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学校の防災体制の充実 

 学校現場における自然災害発生時の対応等の実情を踏まえ、学校防災体制の整備を支援。 

(1) 各学校における災害への備えの徹底 

① 各学校における災害対応マニュアルの整備 

「学校防災マニュアル」（令和２年３月改訂）及び県・市町の地域防災計画に基づき、

各学校は災害対応マニュアルを学校や地域の現状に応じて毎年度更新。 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【災害対応マニュアルの見直し観点】 

＜津波等からの避難行動＞ 

・複数の避難場所及び経路の設定 

＜児童生徒の安全確保＞ 

・保護者への引き渡しルールの設定 

＜地域との連携＞ 

・学校が避難所となる際の手順や役割分担の確認等、防災

部局、地域との連携 

＜防災体制の整備＞ 

・児童生徒の安否確認方法の複線化及び保護者への周知 

・施設、設備の定期的、臨時的、日常的な安全確認、点検 

・勤務時間内外の緊急時における配備体制の整備、見直し 

［参考］避難所としての学校の対応 

 災害対策基本法において、市町村は、基礎的な地方公共団体として防災に関する対策を実施する責

務を有し、災害応急対策及び応急措置を実施する義務を負っている。 

 避難所指定・運営は市町の責務であり、運営も基本的には、地域住民の避難所による自治組織によっ

て運営されることが望ましい。 

学校は本来教育施設であり、災害時における教職員の果たすべきもっとも重要な役割は児童生徒等

の安全確保・安否確認、教育活動の早期正常化であるが、阪神・淡路大震災のように災害の程度及び

規模が非常に大きく、市町の行政対応能力を超えた場合については、市町の職員だけでは全ての避難

所の対応が事実上不可能であり、避難所の開設や運営を教職員が支援することが求められる。  

【主な実践事例】 

・防災・減災を伝え、広めるジュニアリーダーの取組 

・地域の実態から、マニュアルや訓練の方法を考える 

・地域・家庭とつながる防災教育の取組 

・「自分ごと」として捉える防災教育の取組 

・気象災害への「備え」の意識を高める防災教育の取組 

 等 
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② 実践的な防災訓練の実施 

県下の全小・中・高・特別支援学校において、各学校、各地域の特性を踏まえ、発災

時における児童生徒及び教職員の生命を確実に守るため、多様な災害を想定した実践的

な防災訓練を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学校防災アドバイザーの派遣［学校安全（防災）総合支援事業］     

学校の防災体制・防災教育の一層の充実を図るため、学校における災害対応マニュア

ルや避難訓練等の内容に関する見直しポイントについての講義、助言及び教職員の授業

実践力向上のための指導内容、方法等を助言。 

①  令和６年度学校防災体制推進校（12 校） 

小学校 上郡町立高田、豊岡市立三方、淡路市立津名東、丹波市立北（４校） 

中学校 芦屋市立潮見、三木市立自由が丘（２校) 

高等学校 東灘、尼崎小田、錦城、加古川南、家島（５校） 

特別支援学校 阪神（１校） 

②  令和６年度防災教育授業実践校（６校） 

小学校 猪名川町立松尾台、播磨町立播磨西、宍粟市立波賀、丹波篠山市立西

紀、養父市立養父（５校） 

中学校 洲本市立安乎（１校） 

 

 学校防災アドバイザーの活動 

ア 学校防災アドバイザー（20 人） 

大学教授や人と防災未来センター研究員、気象庁等の外部有識者 

イ 活動内容 

・災害対応マニュアルの点検・見直し、避難訓練、防災教育における指導内容・方法

等の見直しについて助言 

・教職員の危機管理意識、判断力の向上や実践的な防災教育について、講義を実施 

・災害対応マニュアルや避難訓練の現状、課題や防災教育授業実践例等を地区別防災

教育研修会等において報告し、他校へ普及 

 

(3) 気象災害への備えの充実［学校安全（防災）総合支援事業］     

近年多発する風水害に対応するため、気象災害モデル校を指定し、先進的な取組につ

いて研究するとともに、防災教育実践事例集を作成。 

①  モデル校（５校） 

小学校 西脇市立芳田、赤穂市立原、朝来市立梁瀬、南あわじ市立賀

集（４校） 

高等学校 西宮市立西宮東（１校） 
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② 実施内容 

・気象災害等に対する意識向上を図るため、児童生徒向け講演会を開催 

・居住地のハザードマップを自身で理解するため、校外学習において、土砂災害の危

険箇所等、地区周辺の防災上の環境について確認 等 

 

４ 教員の防災教育指導力の向上 

 (1)  防災教育専門推進員の配置 

① 配置人数 ６人（各教育事務所に１人ずつ配置） 

② 職務内容 ・関係部局及び市町組合教育委員会等との連携 

・防災教育に係る研修の企画、立案及び評価 

・防災教育の推進に係る調査 

・防災教育研修会等での助言、支援 

 

 

 

 (2) 地区別防災教育研修会の実施 

① 対    象  全公立学校の防災教育担当教員各校１人 

② 開催回数   教育事務所ごとに年２回 

        （令和６年７月～11 月） 

③ 内  容   ・「重点取組事項」についての講義 

・心のケア、学校防災体制の充実 

・防災教育副読本の活用 等 

 

(3) 教職員研修等の実施 

教職員一人一人が防災・減災に関する基礎知識を持つため、県立総合教育センターで

の防災教育講座の受講、学校や地域の実態に即した実践的な校内研修の実施。 

［教育企画課ホームページに研修資料を掲載］ 

・「地震発生時の児童生徒の安全確保のために～あらゆる事態を想定して～」 

・「災害対応シミュレーション」 

・「学校に避難所が開設された場合を想定して～発災当日の流れを中心に～」 

 

(4) 防災教育に係る教員長期研修派遣事業 

   教員に防災教育に関する専門的知識及び技術を習得させ、その資質の向上と指導力の

充実を図り、もって県下の防災教育の充実を図るため、現職教員を兵庫県立大学大学院

へ派遣する。 

① 対 象 者 県立学校及び公立小・中・特別支援学校（神戸市立学校を除く） 

 ② 派 遣 先 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科減災復興政策専攻 博士前期課程 

 ③ 派遣人数 １名 

 ④ 派遣期間 ２年 

  

 

地区別防災教育研修会の様子 
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(5) 震災・学校支援チーム（EARTH）の運営 

① 震災・学校支援チーム（EARTH）の概要 

阪神・淡路大震災の経験と教訓を生かすとともに、大震災時に全国各地から受けた多

大な支援に報いるため、県内公立学校教職員により構成されるチームが非常災害発生時

に学校再開や避難所運営等を支援。 

ア 設立の経緯 

    ・平成７年度 教職員による災害時の学校支援組織の設置を検討 

    ・平成９年度 「防災教育推進指導員養成講座」を開設 

    ・平成12年度 震災・学校支援チーム（EARTH）発足 

イ 活動内容 

(ｱ)災害時の活動 ・学校教育応急対策と早期再開 

・児童生徒の心のケア 

・学校における避難所運営支援 

(ｲ)平時の活動  ・各種研修会等における助言 

・各学校における防災教育の推進 

・各地域の地域防災体制の整備・充実への協力 

             ※令和６年度は、中・高等学校用防災副読本「明日に生きる」 

の改訂等も実施 

 

ウ 構成員数 
＜校種・職種別人数＞                       

 主幹教諭 

教諭 
養護教諭 栄養教諭 事務職員 合 計 

小学校 93 ８ 12 10 123 

中学校 39 ９ ２ ７ 57 

義務教育学校 ２ ０ ０ ０ 2 

高等学校 40 １ ０ １ 42 

特別支援学校 14 ０ ０ ０ 14 

合 計 188 18 14 18 238 

 

  ② 運営委員会の開催 

震災・学校支援チーム（EARTH）の活動を円滑に行うために、運営委員会を設置

し、被災地支援に関することや訓練・研修会の企画・立案、構成員等について協議。 

ア 構   成   学識経験者、県教育委員会、県防災部局、学校関係者等 29人 

イ 開催回数   年１回（令和６年６月11日）  

ウ 協議内容  被災地等への派遣計画、活動報告及び訓練・研修会の内容 等 
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③ 震災・学校支援チーム（EARTH）の訓練・研修会の実施 

震災等の災害発生時における学校の教育復興支援及び防災教育についての専門的知

識と実践的対応能力の向上を図るため、訓練・研修会を実施。 

ア 対   象 全 EARTH 員 

イ 開催回数 年２回（第１回：令和６年７月 22 日、８月 30 日県立総合教育センター） 

（第２回：令和６年９月～令和７年１月 県内７ヶ所） 

ウ 内  容  

第１回 石川県能登半島地震派遣活動報告と成果・課題についての班別協議、EARTH 

員の責務と阪神・淡路大震災の教訓の語り継ぎについての講義 等 

第２回 学校と地域が連携した、県や市町における防災訓練（県の合同防災訓練等）

への参加や防災教育授業の実施 等 

          
 

 

 ④ 次世代の EARTH 員の養成 （防災教育推進指導員養成講座の実施）   

学校の防災教育や防災体制の推進を図るため、専門的知識を学んだ防災教育推進指導

員を継続的に養成する［初級編］から［上級編］までの防災教育推進指導員養成講座を

全て修了した後、希望者を、EARTH員として委嘱。 

ア 対    象  公立学校の教職員（神戸市含む） 

イ 開催講座  初級（１日）、中級（２日）、上級（１日）講座（全４日） 

ウ 講座内容  危機管理、防災訓練、教材開発、ボランティア活動、心のケア  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

EARTH 訓練・研修会の様子 

EARTH ハンドブック
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⑤ 令和６年能登半島地震への対応 

令和６年１月１日に発災した能登半島地震について、石川県教育委員会事務局及び珠

洲市教育委員会事務局の要請に基づき、EARTH 員を珠洲市内等に派遣。 

派遣 日程 EARTH 員 事務局 合計 要請及び支援内容 

第１次先遣隊 １/５～１/７ ３名 １名 ４名 

・石川県教育委員会事務局
及び珠洲市教育委員会事
務局と、EARTH の活動説
明、支援のニーズ等につい
て意見交換を実施。 

第２次先遣隊 １/10～１/13 ８名 １名 ９名 

・教育委員会事務局が、学校
再開に向け具体的なロー
ドマップを描き、前に進ん
でいけるよう、各学校の状
況・課題の把握、情報の整
理、取り組むべき事項の把
握と優先の設定等につい
て支援。 

・被災地の各学校の教職員
が学校再開に向け取り組
めるよう、避難所運営の支
援や教職員の心のケア等
について支援。 

第１次 １/15～１/19 12 名 ２名 14 名 ・各学校の子どもたちや教
職員の安心・安全を確保
し、安定した学校再開・運
営を行えるよう、被災地の
教育委員会や各学校、教職
員等に対し、各学校の状況
や課題の把握・整理・共有、
課題に応じたきめ細かな
対応等を支援。（校務（事
務）の整理、教職員・児童
生徒への心のケア、防災教
育の実施、登下校指導への
支援等） 

第２次 １/22～１/26 12 名 ２名 14 名 

第３次 １/29～２/２ 10 名 ２名 12 名 

第４次 ２/５～２/９ 12 名 ２名 14 名 

第５次 ２/12～２/16 ５名 ２名 ７名 

第６次 ２/19～２/23 ６名 １名 ７名 

第７次 ２/26～３/１ ５名 １名 ６名 

第８次 ３/４～３/８ ７名 １名 ８名 

第９次 ３/11～３/15 ７名 １名 ８名 

第 10 次 
（夏季休業中） 

７/29～８/２ 14 名 ２名 16 名 

・地震発生から半年が経過
し、各学校が抱える課題
に応じた支援を実施。(児
童生徒、教職員への心の
ケア、学校の防災教育・
防災体制にかかる助言等) 

合計（延べ） 101 名 18 名 119 名 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

EARTH 活動の様子（登校見守り） EARTH 活動の様子（心のケアの絵本読み聞かせ） 
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Ⅲ 情報教育の推進 
１ 県立学校における ICT 環境の整備 

主体的・対話的で深い学びの実現や、児童生徒の情報活用能力を育成するなど、学びの

質を高めていくため、無線 LAN、大型提示装置、教育用コンピュータ等の ICT 環境を整備。 

 

(1) BYOD 導入による１人１台端末環境の実現 

「GIGA スクール構想」により、県内の小・中学校では、１人１台端末環境が実現。大

学でもパソコンの必携化が進んでいることも踏まえ、県立高等学校においても同様の学

習環境を実現するとともに、学校内に限らず、家庭等でも同環境で端末を用いた学習が

自由に行えるよう、個人所有の端末を学校に持ち込んで利用する BYOD を導入。 

 

 

 

① スケジュール 

高等学校の新学習指導要領が実施

された令和４年度入学生より年次進

行で導入し、令和６年度全ての学年

で１人１台端末環境が実現。 

オープン・ハイスクールでの模擬

授業等で、端末の利活用方法を実践

するなど、保護者及び生徒へ周知。 

② 経済的な事情により端末を用意することが困難な生徒への支援策 

・低所得世帯等の生徒への端末貸与制度の創設 

・奨学資金貸与制度の創設（令和２年６月より） 

国語の授業 数学の授業 物理の授業 生物の授業 課題研究の授業 

     

評論文を読んでまと

めた各自の考えをリ

アルタイムで共有し、

学びを深めています。 

課題をオンラインで

配布し、回答をリアル

タイムに把握し授業

に反映しています。 

実験データを端末に

入力し、データ分析を

行い、考察に役立てて

います。 

板書や提示される資

料を、リアルタイムに

手元の端末でも確認

できます。 

端末を用いて、互いの

意見や考えを視覚的

に共有することで議

論を深めています。 

農業の授業 水産の授業 探究の授業   

   

  

教室外に端末を持ち

出して、植物の観察記

録を作成するなど、考

察に役立てています。 

学習の成果をまとめ

て、説得力のあるﾌﾟﾚ

ｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝができる力

を養っています。 

設定した課題につい

て、必要な情報を収集

し、整理･分析する力

を育んでいます。 

  

「BYOD」とは、Bring Your Own Device の略称。個人が所有しているコンピュータ等を 
学校に持ち込み、利用すること 
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③ 円滑な ICT 活用への支援 

ア 兵庫県 GIGA スクール運営支援センターの設置    57,644千円【一部国庫】 

教員の ICT 活用を支援するとともに、ICT を活用した学びを推進するため、各県立

学校からの問い合わせ窓口となるヘルプデスクの配置や、ネットワークのトラブル対

応や機器の設定業務のための人材派遣等を行う「兵庫県 GIGA スクール運営支援セン

ター」を設置。 

【対応件数･･･279 件（令和６年８月末時点）】 

イ 授業目的の公衆送信への対応       35,755千円 

授業において、インターネットを通じて教材や資料を円滑に利用できるよう、改正

著作権法に基づく対応を行い、ICT の活用を推進。 

・対  象  全県立学校児童生徒 

・内  容  著作物の授業目的での公衆送信に必要な補償金の支払い 

 

(2) ICT 環境整備 

① 拡 県立学校学びのイノベーション推進事業    525,018千円 

新しい学習基盤づくりを推進するため、令和２年度に全ての県立学校で無線 LAN や大

型提示装置、一部教育用コンピュータ（～R6.8）を整備。令和６年度は、新たに授業を

担当する教員に指導者用端末を整備。 

○整備内容 

区      分 整備年度 整備対象 合  計 

無線 LAN・関連機器等 令和２年度 全学校（全校更新） 163 校 

大型提示装置 令和２年度 全学校（普通教室） 3,093 台 

指導者用端末 令和６年度 授業を担当する教員 9,383 台 

 

② 拡 教育情報ネットワークの拡充      41,323千円 

ICT の活用増に伴う学校からの通信量増大に対応するため、令和２年に各県立学校か

ら新兵庫情報ハイウェイに接続する回線等の通信ネットワーク環境を増強。 

また、令和６年度は教育情報ネットワークの外部回線を学校規模に応じて増強。 

○外部回線増強における整備内容 

児童生徒人数 校数 
想定帯域 

【兵庫県】 

当面の推奨帯域 

【文部科学省】 

200 人未満 

（～５cl） 
27 校 

300Mbps 

（現状維持） 

22Mbps～323Mbps 

(12 人～180 人) 

200 人以上 400 人未満 

（６cl～10cl） 
25 校 600Mbps 

377Mbps～453Mbps 

(210 人～385 人) 

400 人以上 

（11cl～） 
112 校 １Gbps 

468Mbps～997Mbps 

(420 人～1,890 人) 
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③ 校務の情報化の推進 

県立学校における校務の負担軽減を図るとともに、効率的な情報共有による教育活動

の質の向上を推進するため、ICT を活用した効率的な校務処理環境を構築。 

○整備内容 

区      分 合  計 

校務用 PC 全教職員 8,648 台 

統合型校務支援システム 全 学 校 164 校 

 

 ＜県立学校における ICT 環境整備状況＞              調査基準日：令和６年３月１日 

 
教育用 PC 

(１人あたりの学習者用端末） 
無線 LAN※2 
（普通教室） 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続
（ 1 G b p s 以 上 ）

大型提示装置 
（普通教室） 

統合型校務 
支援ｼｽﾃﾑ 

県立高等学校 1.1 台/人※1 100.0％   100.0％   100.0％   100.0％   

全国平均 
（高校） 

1.0 台/人   97.9％   85.4％   88.9％   98.0％   

県立特別支援学校 1.3 台/人   100.0％   100.0％   100.0％   100.0％   

全国平均 
（特別支援学校） 

1.1 台/人   95.3％   81.9％   60.8％   78.7％   

国の目標 1.0 台/人   100.0％   100.0％   100.0％   100.0％   

※1 BYOD 導入による生徒１人１台端末環境を、令和４年度から年次進行で実施 

 ※2 LTE 通信を含む                                                      

 

２ 市町立学校における ICT 環境の整備 

「GIGA スクール構想」に基づき、全ての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学び

と、協働的な学びを実現するため、県内全ての市町組合教育委員会が、国庫補助等を活用

し、義務教育段階の児童生徒１人１台端末及び校内の高速大容量通信ネットワーク環境を

整備。 

(1) 新 GIGA スクール構想加速化事業    1,930,406千円【一部基金】 

   １人１台端末が必要不可欠なツールとなっている一方、故障端末の増加、バッテリー

の耐用年数等が危惧されることから、県に基金を造成（令和６年２月補正）し、当該基

金を原資に令和６年度から令和 10 年度の間において、義務教育段階における県立学校

及び市町立学校の１人１台端末等の更新を計画的に実施 

① 補助内容等 

ア 補 助 対 象  １人１台端末（予備機を含む、児童生徒全員分の端末が対象） 

イ 補助基準額  5.5万円/台 

ウ 予 備 機  15％以内 

エ 補 助 割 合  県 2/3(基金)：市町 1/3(地方財政措置) 

オ 補 助 要 件 

 

 

 

 

  

・共同調達会議（兵庫県教育の情報化推進協議会）への参加 

・共同調達による端末の調達（条件の下で、不参加が可能） 

・最低スペック基準を満たすこと 

・教職員分の指導者用端末の整備 

・児童生徒が利用する端末を対象としたWebフィルタリング機能の整備 

・各種計画の策定・公表 
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② 令和７年度共同調達スケジュール 

日程 実 施 主な内容 

4月18・19日 文科省自治体ピッチイベント OSや販売事業者の端末 

パッケージ紹介 

5月31日 第1回教育の情報化推進協議会 共同調達スケジュール案提示 

端末仕様について協議 

7月16日 兵庫県版自治体ピッチイベント OSや販売事業者の端末 

7月～8月 共通仕様書（案）の協議 共通仕様書（案）の策定 

9月11日 第2回教育の情報化推進協議会 共通仕様書確定 

10月～12月 公募型プロポーザルの実施 事業者決定 

 

(2) ICT 環境整備（公立学校）                         調査基準日：令和６年３月１日 

 
教育用 PC 

(１人あたりの学習者用端末） 
無線 LAN※ 
（普通教室） 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接 続 
（ 1 G b p s 以 上 ） 

大型提示装置 
（普通教室） 

統合型校務 
支援ｼｽﾃﾑ 

兵庫県 
1.1 台/人 
（４位） 

99.7％ 
（３位） 

82.7％ 
（11 位） 

94.6％ 
（７位） 

97.3％ 
（16 位） 

全国平均 1.1 台/人 97.8％ 74.1％ 88.8％ 91.2％ 

市

町

組

合

立

学

校 

兵庫県 

小学校 
1.0 台/人 99.6％ 80.2％ 94.9％ 97.0％ 

全国平均 1.1 台/人 98.0％ 72.4％ 91.7％ 91.1％ 

兵庫県 

中学校 
1.1 台/人 99.7％ 80.4％ 95.0％ 97.6％ 

全国平均 1.1 台/人 98.0％ 72.4％ 89.1％ 90.4％ 

 （ ）内は都道府県別の順位 ※LTE 通信を含む 

 

(3) 兵庫県教育の情報化推進協議会の開催 

１人１台端末の本格的な活用が全国で展開される中、地域間や学校間における端末

活用の差や、ヘルプデスクの設置やネットワークトラブルへの対応等の支援基盤が十

分でないなど、学校での端末活用の日常化に向けた取組が求められていることから、

「兵庫県教育の情報化推進協議会」を開催し、各教育委員会の取組の横展開や、有識

者から課題に対する助言を得ること等により、兵庫県下の全ての子どもたちの学習環

境の向上を推進。 

① 構成市町 兵庫県及び兵庫県内全ての各市町組合教育委員会 

② 開催回数 年３回（令和６年５月30日、９月11日、令和７年１月を予定） 

③ 内 容 

・兵庫県内のICT環境に関する現状の共有 

・兵庫県内の好事例（リーディングDXスクール事業等）の取組の共有 

参考：リーディングDXスクール自治体 

神戸市、西宮市、洲本市、西脇市、たつの市 

・１人１台端末の共同調達に関する事項 

・文部科学省の学校DX戦略アドバイザーによる講義 

・令和７年度以降の端末の日常的な活用についての協議・共有   など 
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３ 児童生徒の情報活用能力の育成 

  ICT や AI 等の技術革新が飛躍的に進化する Society5.0 時代に対応し、そのような時代

を創造していく力と意思を育んでいくため、学習指導要領において学習の基盤となる資質

能力と位置づけられた「情報活用能力（情報モラルを含む）」を着実に育成。 

(1) Society5.0 時代に対応した情報モラル教育の推進        

① 家庭等と連携した情報モラル教育の推進 

ア 情報モラル教材「ひょうご GIGA ワークブック」の活用 

児童生徒への情報モラルの指導や教員自身の情報リテラシー向上を図るため、一般

財団法人 LINE みらい財団と連携し、令和４年度に作成した「ひょうご GIGA ワークブ

ック」を活用した取組を推進。 

・情報モラル教材「ひょうご GIGA ワークブック」の活用 

教材名 推奨学年 

ビギナー版 小学校低学年（１～３年生） 

スタンダード版 小学校高学年（４～６年生） 

アドバンスド版 中学生 

アドバンスド版＋ 高校生 

 

・教員向け情報モラル研修資料の活用 

情報モラル教育の今後のポイント 講師 静岡大学 塩田准教授 

ひょうご GIGA ワークブックの概要① 

兵庫県教育委員会作成 
ひょうご GIGA ワークブックの概要② 

演習「使いすぎていないかな①」 

演習「どのように写真を撮ればよいのかな」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ インターネット利用に係る保護者向け普及啓発リーフレットの活用 

情報モラルに関する保護者の意識を高め、理解を促し、家庭での指導の促進を図る

ため、トラブル事例やフィルタリング設定の必要性、保護者の果たすべき役割やルー

ルづくりのポイント等をまとめた保護者向け啓発資料 

・ 県作成の保護者向け啓発資料の作成・周知 

対 象 県立学校の高校・高等部１年生 

の全保護者に配布 

配布数 36,000 部 

 

  

ひょうご GIGA ワークブック 

ネットトラブル防止啓発リーフレット（県教育委員会） 
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  ・ 国作成の保護者向け啓発資料の周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報モラル教材・啓発資料の教育企画課ホームページへの掲載 

ア 情報モラルに関する教職員研修向け資料（教育企画課作成） 

  情報モラルに関して校内研修等で活用できる資料 

イ 情報モラル学習サイト・動画教材（文部科学省） 

写真やイラスト、動画を見ながら、情報モラルについて学習できる情報モラル教育

の学習サイト及び動画教材 

ウ ネットトラブル等に関する啓発用資料等のリンク集 

各機関が作成した児童生徒用指導資料や教員研修用資料、保護者用啓発資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ サイバー犯罪被害防止教室の実施 

（兵庫県警察ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ・捜査高度化ｾﾝﾀｰ ｻｲﾊﾞｰ企画課） 

インターネットの身近なリスクから身を守るため、警察官が実例に基づく講演を実施。 

・実施校数 

令和５年度：244 校 

(内訳) 

 小学生向け：122 校 

 中学生向け： 59 校 

 高校生向け： 63 校 

   

青少年のインターネット利用に係る保護者向け普及啓発リーフレット（こども家庭庁） 

教育企画課ホームページより 
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(2) 兵庫県版プログラミング教育スタートパックの活用 

令和２年度より小学校、令和３年度より中学校で本格的に始まったプログラミング教

育を円滑に進めていくために開発した、モデルカリキュラムや指導案、授業解説、教材、

校内研修資料をセットにした兵庫県独自の「スタートパック」の活用を推進。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算数 単元「正多角形」 

 

 

 

 

 

 

 

プログラミングを通して、正多角形の性質を考察する。 

【正三角形をかくプログラム例】 

                 

 

  

「スタートパック」のトップページ 

プログラミング教育 授業例 

小中９年間の推進イメージ 
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 １ 小学校 

 ・プログラミング的思考の育成 
 ・プログラミングに慣れ親しむ 

 ２ 中学校 
   (技術・家庭科 技術分野 Ｄ情報の技術） 

 ・システムの仕組み、原理・法則の理解 
 ・プログラミングを活用した問題解決力の育成（身近な生活や社会について） 

 ３ 高等学校 
   (情報科) 

 ・情報の科学的な理解 
   ・プログラミングを活用した実践的な問題解決力の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 教員の ICT 活用指導力の向上 

  各教育事務所に管内の情報教育を促進するための情報教育専門推進員を配置するとと

もに、各校に教育の情報化を推進するリーダーを育成するため、小・中・高・特別支援

学校の教員を対象に情報教育研修会等を実施。 

(1) 情報教育専門推進員の配置 

① 配置人数  ６人（各教育事務所に１人ずつ配置） 

② 職務内容  ・教育の情報化に関する調査・研究 

・市町組合教育委員会等との連携・調整 

・教育の情報化の研修会等での助言・支援 

 

(2) 地区別情報教育研修会 

① 対  象  全市町組合立小・中学校の情報教育担当教員各校１人 

② 開催回数  教育事務所ごとに年２回 

③ 内  容  ・教員の ICT 活用指導力向上 

・情報モラル教育 等 

 

(3) 県立学校情報教育研修会 

① 対  象  全県立学校の情報教育担当教員 

② 開催回数  年１回（令和６年５月 23 日） 

③ 内  容  ・令和６年度以降の ICT 環境整備 

・民間企業によるクラウドの活用体験 

・学校教育活動における情報セキュリティと著作権  

県立学校情報教育研修会 

発達段階におけるプログラミング教育のねらい 

※プログラミング言語や技能の習得を目指すものではない 

 小学校プログラミング教育 

高等学校 

中学校 

小学校 

 情報Ⅰ (実践的なプログラミング)必履修 

 情報Ⅱ (より高度な内容) (選択必履修) 

新学習指導要領 旧学習指導要領 

 社会と情報 (プログラミングなし) 

 情報の科学 (プログラミング有り) 

 ネットワークを利用した双方向性の

あるコンテンツのプログラミング 

 計測・制御のプログラミング  計測・制御のプログラミング 
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(4) 県立総合教育センターにおける教育の情報化に関する講座の充実 

① 教職員研修の充実 

ICT 活用能力の育成【令和６年度に強化する項目】 

資 質 教員としての資質の向上に関する指標※ 

ICTや情報・ 

教育ﾃﾞｰﾀの 

利活用 

1 
Society5.0 時代を生きていく児童生徒の発達の段階に応じた情報

活用能力を育成するための指導を行うことができる。 

2 授業や校務の様々な場面で、効果的にICTを活用することができる。 

3 
各校の情報セキュリティ実施手順等に基づき、校内の情報を適切に

管理し、取り扱うことができる。 

4 
学習履歴等のデータを活用し、児童生徒の学習の改善を図ることが

できる。 

 ※ 指標（兵庫県教員資質向上指標抜粋） 

   【取組】 

・全ての研修機会を通して教職員の ICT 活用指導力の向上 

・動画研修プログラム「ICT 活用指導力ステップアッププログラム」の提供 

・教員 ICT 活用スキル到達度調査の実施 

・各授業における ICT 指導力の向上に関する内容を扱う講座の実施 

・年次研修の教科指導研修において、ICT 活用に関する時間の増加 

・１人１台端末を使用した研修の実施 

・ICT 環境を効果的に活用するための校内研修への講師派遣の実施 

 

② 「ICT 活用指導力ステップアッププログラム」（オンライン研修） 

児童生徒１人１台の学習用端末など、学校の ICT 環境を活用して、情報活用能力を

はじめ、問題の発見・解決能力等、子どもたちの学習の基盤となる資質・能力を育成

していくため、全ての教員を対象に、個々の ICT 活用スキルに応じて受講できる「ICT

活用指導力ステップアッププログラム」を実施。 

ア 対  象  小・中・高・特別支援学校の教員 

イ 内  容  ・ICT 機器（タブレット端末等）の操作、情報モラル教育 

・教育用クラウドサービスの利用方法 

・ソフトウェア（文書作成、表計算など）の活用方法  等 

ウ 受講状況  延べ 32,055 人受講（令和６年８月末時点） 

 

＜教員の ICT 活用指導力の状況＞                      調査基準日：令和６年３月１日 

 

教材研究・指導の
準備・評価・校務な
どに ICT を活用す
る能力 

授業に ICT を活用
して指導する能力 

児童生徒の ICT 活
用を指導する能力 

情報活用の基盤と
なる知識や態度に
ついて指導する能
力 

兵庫県 
90.1％  

（88.1％） 

80.2％  

（76.5％） 

81.5％  

（78.2％） 

87.2％  

（85.2％） 

全国平均 
89.6％  

（88.5％） 

80.4％  

（78.1％） 

81.6％  

（79.6％） 

88.1％  

（86.9％） 

（   ）は前年度の割合 
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(5) HYOGO スクールエバンジェリストの育成 

ICT を効果的に活用した新しい時代に相応しい学びの推進を目指し、県内各校・各教

科等において中心となって ICT 活用を先導。 

① 令和６年度登録者数  

42 人（県立学校 25 人、市町立学校 17 人） 

 

② 活動内容 

・授業実践例を専用サイト等で紹介 

・研修会等への講師派遣及び実践発表 等 

 

 

 

 

 

５ 教育情報セキュリティの強化 

児童生徒及び教職員の個人情報並びに業務上の機密情報の漏えい、毀損等を防止する

ため、情報資産管理やログ解析等の総合的なセキュリティ対策を実施するとともに、そ

れらのセキュリティシステムを運用・管理する専門的人材を配置。 

(1) 県立学校の情報セキュリティ 

① 教育情報ネットワークセキュリティ人材の配置 

県立学校のセキュリティ対策を確実に実施するため、インシデントの監視、検出、 

隔離、迅速な対応及び教育情報ネットワークのセキュリティ機器等を、運用・管理する

SOC（Security Operation Center の略称）を県教育委員会事務局内に配置。 

・配置人数  ３人  

校種等 登録者数 学区・地域別 内訳 

 
県立 25 人 第１学区 ：  9 人 

第２学区 ：  3 人 
第３学区 ：  6 人 
第４学区 ：  6 人 
第５学区 ：  1 人 

国語  2 人    社会 3 人 
数学  2 人    理科  2 人 
外国語 1 人    家庭  1 人 
芸術    1 人    福祉  1 人 
水産   1 人  商業  4 人  
情報   5 人 
特別支援教育 2 人 

 
高等学校 23 人 

 
特別支援学校 2 人 

 
市町立 17 人 阪神地区 ：  7 人 

丹波地区 ：  1 人 

播磨東地区：  2 人 

播磨西地区：  4 人 

但馬地区 ：  3 人 

小学校段階          14 人 

中学校段階           3 人 

 うち数学       2 人 

   技術・家庭科   1 人 

 
小学校 14 人 

 中学校 3 人 

 
計 42 人   

「兵庫県 教育の情報化サイト」で 

授業実践例を周知 
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② 教育情報セキュリティポリシーの策定 

 県立学校における情報セキュリティを確保するため、国の

「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン 

7 

」を踏まえた教育情報セキュリティポリシーを令和２年９月

に策定。 

ア 兵庫県教育情報セキュリティ対策基準の策定 

教職員及び児童生徒が安全に ICT を活用できるよう、     

「兵庫県教育情報セキュリティ対策基準」を策定（令和６年４月改訂）。 

・規定内容  組織体制の確立 

        情報資産の分類及び取扱の整理 

       物理的セキュリティ対策 

       人的セキュリティ対策 

       技術的セキュリティ対策 等 

イ 県立学校における情報セキュリティ体制の構築 

「兵庫県教育情報セキュリティ対策基準」の規定に基づき、情報セキュリティ対

策を実現するために必要な事項について、各校において「情報セキュリティ実施手

順」を作成。 

・規定内容  推進体制の確立 

        情報資産の取扱の整理 

        校内の教育情報ネットワークに接続する端末等の管理 

        電子メールの利用 等 

(2) 市町組合立学校の情報セキュリティ 

国の「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン」を踏まえ、各教育委

員会が、実現したい学習や校務の環境、現在の ICT 環境整備の状況等を考慮しつつ、

教育情報セキュリティポリシーの策定や改訂を実施。 

・県内の全教育委員会が、教育情報セキュリティポリシーを策定 

＜内訳＞ 

教育委員会独自で教育情報セキュリティポリシーを策定  29 市町組合 

市町の情報セキュリティポリシーに準拠         13 市町組合 

 

６ 教育データ利活用に関する研究 

ICTの活用を先進的に取り組んでいる学校を研究指定校として、研究委員会を立ち上げ、

有識者等の助言のもと、教育データを有効に活用する方法を研究し、その取組の成果の周

知・普及を推進。 

 (1) 教育データ活用研究事業 

① 令和６年度推進指定校 ３校 

（宝塚市立宝塚小学校、高砂市立高砂中学校、たつの市立龍野東中学校） 

② 研究期間 令和６年度～令和８年度（３年間予定） 

③ 内 容 

ア 学校の ICT 環境を効果的に活用した教育データの蓄積 

イ 蓄積された教育データの活用 

ウ 校内の教育の情報化の推進 

エ 有識者会議を開催し教育データの分析方法や活用方法について研究 等 


